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４．新しいものづくりを目指す中小企業のための支援策

(1)「ものづくり先端技術研究センター」の設立

２００１年における工業技術院研究所の独立行政法人化（産業総合研究所への改編）に伴

図Ⅳ－４い、その新たな組織の一つとして、「ものづくり先端技術研究センター」を設置する （

）。－１

本センターの目的は、中小企業におけるものづくりに必要な技術情報の提供や、共通の技

術課題についての研究開発などであり、今後の中小企業に必要なものづくり力の維持・向上

を支える中核的な機関として、次のような活動が検討されている （ ）。図Ⅳ－４－２

①技能の客観化・マニュアル化・デジタル化のための手法の開発・普及

今後、我が国製造業における競争力の維持・強化のためには、技能の客観化・マニュアル

化などを通じて、体系化された技術として確立するとともに、機械や装置に代替していくこと

が重要である。例えば、中小金型メーカーにおいて、これまで熟練技能者に蓄積されてきた

設計・製造のノウハウを分析し、可能な限りマニュアル化するとともに、デジタル化によりＣＡ

Ｄシステムとして確立している事例も見られる。

しかしながら、このような試みは、個別事業者により試行錯誤しつつ進めているところであ

特り、技能の客観化･マニュアル化に際しては、必ずしもそのための方法が確立していない。

自社にそのようなノウハウも資金もない中小企業にとっては、大きな課題であり、我がに、

国として、熟練技能について、科学的な分析も踏まえた体系化された方法として確立していく

ことが重要である。

熟練技能を有する中このため、同センターが中核となり、個別の技術・技能分野ごとに、

小企業の参加を得つつ、学識経験者の科学的・工学的分析などにより、その客観化・

のための手法をモデルとして開発するとともに、中小マニュアル化、さらにはデジタル化

企業に広く普及することにより、現場における活用を促進する。

さらに、ＩＴを活用したデジタル化により、これら技能や経験知のデータベース化が可能であ

り、例えば、溶接、切削など個別分野における技能やノウハウのデータベースを構築し、イン

ターネットを通じて中小企業に提供していく。

また、データベースで提供する加工シュミレーションモデルの精度を高めるため、切削工具

と被切削物間で生じる物理現象の諸データ（摩耗量、温度、変形量等）をリアルタイムで検知

するセンシング技術を開発し、熟練技能者が勘や経験により予測していた加工現象を技術

情報化し、それをシュミレーションモデルに反映していく。

②ＣＡＤ／ＣＡＭ／ＣＡＥ等の統合のための共通的プラットフォームの整備

現在、ＣＡＤなどの普及により、中小製造業の現場においても、ものづくりとＩＴとの融合が

進みつつあり、製品の図面データの交換により発発注のやりとりがなされるつつある。しかし
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ながら、発注先によりそのシステムが異なっているため、それぞれに対応した情報システム

を持たなければならない場合があり、このための重複投資は中小企業にとって大きな負担と

なる。

また、製品に係るデジタル化されたデータについても、設計のためのみならず、試作や製

造さらには解析・評価に結びつけることにより、その効果が最大限に活用されうるものである

が、これまでのところ、十分なソフトウェアシステムが整備されていない。

このため、企業間における情報データの交換や、設計から製造や評価にいたる情報の共

有のために、共通化された安定なプラットフォームを整備することが求められており、そのた

めの研究開発や普及促進を行う （ ）。図Ⅳ－４－３

図Ⅳ－４－１ ものづくり先端技術センターの目標と研究アプローチ

　　　　　　　　「ものづくり先端技術研究センター」の目標
　
中小企業におけるものづくりに必要な技術情報を、ネットワークなどを
通じて誰でも使える情報として提供するための研究開発を行う。

　　　　　　　　「ものづくり先端技術研究センター」の目標
　
中小企業におけるものづくりに必要な技術情報を、ネットワークなどを
通じて誰でも使える情報として提供するための研究開発を行う。

　　　・物理情報や技能を技術化（DB化、マニュアル化、モデル化など）
　　　・情報の共有化（異種CAD情報、検査情報などの共有化）
　　　・加工プロセスの本質的情報の獲得
　　　・インターネットによる情報提供

研究開始時期
　　　・平成１３年度４月スタート予定

高い競争力（時間、コスト）と開発力（新製品、新製造法の開発力）を支援

研究のアプローチ

ITとの融合
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（中小企業庁作成）

図Ⅳー４－２ ものづくり先端技術研究センターの研究内容と成果の提供
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（中小企業庁作成）

図Ⅳー４－３ 中小企業の 導入及び活用に向けた施策IT

１．変換ソフトの開発・普及 ２．共通基盤（プラットフォーム）の
研究開発

中間ファイル

ＣＡＭＣＡＤ

プリプロセッサ ポストプロセッサ

プラットフォームデータ変換 データ変換

ＣＡＥＣＡＤ ＣＡＭ

・大企業からのＣＡＤデータが企業ごとに異なる

・中小企業は複数のＣＡＤを導入する必要がある

・ＣＡＤ・ＣＡＭ・ＣＡＥがきちんとつながらない

・ＣＡＥ・ＣＡＭが十分に活用できない

中間ファイルの活用
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中間ファイル形式を介したデータ変換率が低い

中間ファイル形式に限界がある
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(2)ものづくり技術・技能に係る情報・知識の共有化と提案

①「テクノナレッジネットワーク」の構築

中小企業は、技術上の問題や課題について地元の公設試験研究機関に相談す る場合

、全国で約１８０ヶ所ある鉱工業系公設試験研究機関では、年間約３５万件のが多く

技術相談、約１１万件の技術指導などに対応している。

こうした技術相談や技術指導の内容やその対応法については、当該質問をした中小

企業に対してのみならず、他の多くの中小企業にとっても有益である場合が多い。特

に、中小企業を取り巻く技術的課題が、絶えず専門化・高度化・総合化しつつある状

況にあっては、全国各地の公設試験研究機関がこれまでに受けた相談事例などの知識

や経験について ものづくりに携わる者が相互に共有していくための知識管理 ナレッ、 （

ジ・マネジメント）が、新たな技術的課題の解決のためのヒントを得たり、創造的も

のづくりのためのマネジメントを図るために効果的であると考えられる。

このため、中小企業者に対し技術相談等の支援を行っている公設試験研究機関、国

立試験研究機関 大学等の研究者・技術者の参加を得て 技術知識 テクノナレッジ ・、 、 （ ）

ネットワークを構築する 図Ⅳ－４－４ 。これにより、公設試験研究機関等が技術（ ）

相談等の業務で得られたＱ＆Ａ（質問と回答）などの技術情報をネットワークを介し

てデータベースとして蓄積し、これらの技術情報を公設試験研究機関、都道府県等中

小企業支援センター、地域中小企業支援センター等を通じて中小企業者に提供する。

具体的には、インターネットに接続できる中小企業者は、インターネットを介して

データベースを検索することで、ものづくりの分野等で抱える技術的な問題点につい

て、過去に同様の問題を解決した事例の技術情報を入手することが可能となる。更に

直ちに回答することが困難な問題については、大学や国立研究機関等の参加各機関が

閲覧できる電子掲示板に公設試験研究機関から質問を投げかけ、参加各機関がその質

問に回答を返すことにより、高度で専門的な分野の回答を中小企業者に提供すること

を可能としている。

②中小企業支援センターやアドバイザーによる経営・技術支援

ものづくり力を強化していくためには、技術情報のみならず、ＩＴの戦略的活用方

法、あるいは効率的な経営管理システムの構築や顧客ニーズの変化に迅速かつ柔軟に

対応した商品開発などについて、事業可能性の評価も踏まえつつ、幅広く助言や支援

を受けることが重要である。また、顧客との関係を含めたビジネスモデルやインター

ネットを活用したビジネスモデル、さらには地域的取組のモデルなどについて、その

具体的成功事例の収集や情報交換を行っていくことも重要である。

このため、平成１２年度より本格的にスタートした都道府県等支援センターや地域支

援センターにおいて、このような助言を行っていくとともに、専門的な問題について

は中小企業診断士、技術士、弁理士等を紹介し、中小企業のものづくりを支援してい

く。
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（中小企業庁作成）

出典：中小企業技術施策研究会：技術を巡る中小企業の現状、課題及び施策について(中間とりまとめ)、平成１２年１月

図Ⅳー４－４ 技術知識(テクノナレッジ)・ネットワークの構成

( )中小企業によるＩＴ導入に対する支援3

①ＩＴコーディネーターによる企業の情報化の支援

中堅・中小企業の経営戦略立案を含めた情報化計画からその導入までを一貫して担

当できる人材として「ＩＴコーディネータ制度」を創設する。

ＩＴコーディネータは、経営者の視点に立って、戦略的な業務改革や情報システム

構築の全般にわたって、具体的な方法を検討し、企画・調達・開発から運用にいたる

、 。流れを推進・管理する役割を担うための 経営とＩＴの双方の知識を持つ人材である

なお、ＩＴコーディネータは民間の資格として平成１２年度より育成を開始し、次年

度に人材を供給する予定である。

②中小企業の技術開発やＩＴ導入に関する情報の交換・提供の促進

中小企業は、非常に広範かつ多様な形態で事業活動を展開しており、ＩＴ革命など

様々な環境変化への対応のあり方も極めて多様である。特に、これまでの系列を超え

たより開放的な取引関係が築かれつつある中で、中小企業がインターネットを通じて

自ら積極的な情報発信を行うことが重要となりつつある。

、 、 、しかしながら 中小企業においては 経営資源の制約等によりホームページの作成
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特に外国語のホームページの作成が困難な場合が見られ、独自の技術や新製品など自

社の有する優位性が十分発信されていない場合が多い このため 中小企業によるホー。 、

ムページ作成に対し、地方自治体、商工会議所、ＮＰＯ等が支援していくことが重要

である。

また、ＩＴ導入やネット取引への対応などの活動における成功事例に関する情報の

収集・提供や、ものづくり技術の開発やＩＴとの融合等に係る技術開発やアウトソー

シング等に関しての情報の交換・提供等の活動について、地域ものづくり協議会等を

活用し積極的に推進するとともに、優れた成功事例に対する表彰制度の導入も検討す

る。

③ＩＴ導入に対する投資コストの低減

中小企業がＣＡＤを導入するに際して、事業に最適なシステムを選定するとともに、

システムの違いによる多重の投資コストを低減することが重要である。

ＩＴ革命の進展により、事業者向けのＣＡＤソフト等が毎年多数開発、販売されると

ともに、頻繁にバージョン・アップされているが、その機能についての客観的な評価は

難しく、投資に際しての大きなリスクにもなっている。こうした観点から、市販されて

いるソフトウェアをユーザーの視点に立ってテストし、その成果を公表していくことが

効果的と考えられる。

また、ＣＡＤなどものづくりのＩＴ化のための投資に際して、公的機関による低利融

資制度の充実を検討するとともに、中小企業やそのグループが新ソフトの購入・利用を

通じた新たな事業の展開を行う際に、経営革新支援法などによる補助や融資などを通じ

てＩＴ導入の加速化を図る。

(4)中小企業による研究開発の促進

①中小企業の研究開発支援

中小企業のものづくり力を強化するためには、実際にものづくり力を活用して研究

開発を行い、技術革新に挑む中小企業を直接に支援することが何よりも重要である。

これまでも、各種の補助金等により、中小企業による研究開発活動を支援してきてい

るが、今後とも、以下の施策を中心として、革新的な研究開発や創造的な技術開発、

さらにはその成果を活用した事業化などを引き続き支援していく。

＜中小企業創造活動促進法＞

平成７年度に施行された中小企業創造活動促進法に基づき都道府県知事の認定を受

けた研究開発等事業計画に従って行われる研究開発活動に対し、補助金や税制措置な

どにより支援。

＜中小企業技術革新制度（ＳＢＩＲ）＞

,平成１０年度に施行された新事業創出促進法に基づき、関係省庁が一体となって

中小企業の研究開発から事業化までを一貫して支援。
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②国等による新製品の積極的購入

新しいものづくりを推進していくためには、創造的な製品の開発に加え、これら製

品を販売していくことが重要であるが、技術力が優れているにも拘らず、企業規模が

。小さいことから市場に参入することが困難な中小企業・ベンチャー企業も少なくない

、 、このような企業へのビジネスチャンスを拡げるため 国による研究開発支援に加え

ものづくりにおいて技術力のある中小企業を適切に評価し、政府調達における中小企

業の新製品の受注機会を適切に確保することが重要である。このため、契約の金額等

に応じて企業の経営規模等を基に入札資格を定めている政府調達（公共事業を除く）

の入札手続きについて、技術力ある中小企業の入札参加機会の拡大に努めることとす

る。

また、大企業においても、競争力強化につながる優れた技能や技術を発掘する観点

から、従来の購買部門を通じた中小企業との関係のみでなく、技術開発・製造技術に

ついて幅広い知見を有する者で構成する別のグループが中小企業の新しいアイデアや

創造的技術へのアクセス窓口になることも検討すべきである。
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１３）志々目 昭朗：中小企業のIT戦略、日刊工業新聞社

１４）小池 和男：仕事の経済学、東洋経済新報社

１５）稲垣 公夫：アメリカ生産革命、日本能率協会マネジメントセンター

１６）橋本 久義：町工場の底力、ＰＨＰ研究所

第２章：

１）通商産業省：共通基盤的加工技術における技術者・技能者に関する調査報告書、

平成９年６月

２）中小企業都市連絡協議会：第３回中小企業都市サミット「地域産業政策大賞」

論文集、平成１２年６月

３）マイケル・ポラニー 佐藤 敬三訳：暗黙知の次元、紀伊国屋書店

４）財団法人 素形材センター編：軽金属鋳物ダイカストの生産技術

５）富士総合研究所産業調査部編： モノづくり」革命「

６）荒田吉明・西口公之：溶接の基礎、産報出版

７）社団法人 日本溶接協会 ロボット溶接研究委員会：ロボットアーク溶接入門、

産報出版

８）千々岩健児編著：鋳物の現場技術、日刊工業新聞社

９）河部 寿雄：鍛造技術の変遷と鍛造に対する主要因の動向、鍛造技報、第７２号

１０）日本機械学会編：機械工学便覧Ｂ２ 加工学・加工機器

１１）レーザ加工技術の新しい動向、プレス技術、第３７巻、第１０号

１２）服部光朗&ゼンキン連合モノづくりプロジェクト編：ものづくりが日本を救う
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１３）財団法人 大阪科学技術センター：金型製作におけるノウハウを活用した新しい

設計法に関する調査報告

１４）財団法人 大阪科学技術センター：金型製作におけるノウハウのデータベースに

関する調査報告

１５）労働省職業能力開発局：高度熟練技能継承検討委員会報告書、平成９年３月

１６）総合研究開発機構： 研究報告書、 モノ作り 技術・技能の将来展望に関するNIRA '' ''
調査・研究

第３章：

１）日銀調査月報、２０００年２月号

２）中小企業庁：２０００年度版中小企業白書

３）中小企業庁：平成１１年度版中小企業白書

４）中小企業庁：平成８年度版中小企業白書

５）財団法人 中小企業総合研究機構：中小製造業の構造に関する実態調査研究、

平成１０年

６）中小企業庁：平成１０年度版中小企業白書

７）産構審総合部会２１世紀経済産業政策検討小委員会：２１世紀経済産業政策の課題と

展望 [今後の検討のたたき台]、平成１１年９月

８）国家産業技術戦略検討会：国家産業技術戦略１次取りまとめ、平成１１年１２月

９）米国ＮＲＣ生産技術課題予測委員会：２０２０年における生産技術課題予測、

１９９７年

１０）通産省工技院：産業技術政策の今後の方向、２０００年４月

１１）中小企業総合事業団：業界の商慣行と企業技術力の調査報告書、平成１１年２月

１２）ものづくり懇談会： ものづくり懇談会」提言、平成１２年５月「

１３ 「元気の出る製造業」研究会：製造業が日本の産業を支える、ＰＨＰ研究所）

１４）関 満博：新「モノづくり」企業が日本を変える、講談社

１５）関 満博：空洞化を越えて、日本経済新聞社

１６）科学技術庁：科学技術の振興に関する年次報告、平成１０年度

１７）通商産業省：分野別産業技術戦略の概要、平成１２年４月

第４章：

）中小企業技術施策研究会：技術を巡る中小企業の現状、課題及び施策について１

(中間とりまとめ)、平成１２年１月

２）中小企業庁編：企業政策の新たな展開 中小企業政策研究会最終報告より

３）社団法人 中小企業研究センター：地方工業振興と自治体産業政策の役割、

平成１２年３月

４）財団法人 産業研究所：欧州におけるベンチャー支援システムに関する調査研究、

平成１２年３月

５）中小企業総合事業団：平成１１年度ものづくり人材支援基盤整備事業「業界の商慣

行と企業技術力等の調査 、平成１２年２月」
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６）日経ＣＧ編：２０００年度版３次元ＣＡＤ完全ガイド、日経ＢＰ社

７）岡室博之：中小企業の戦略的連携の経済効果、商工金融２０００年７月号

８）榊原清則：日本の産学連携と知識生産システム、組織科学、第３４巻、第１号

(掲載予定)


